
議案第６８号 

　　令和８年度大子町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

　令和８年度大子町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条　事業勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，９５９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２０６，０１７千円と

する。 

２　事業勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。 

　　令和 ８ 年 ９ 月 ２ 日　　提　　出 

　茨城県大子町長　　高　梨　哲　彦 

　令和 ８ 年 ９ 月１１日　　原案可決
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国庫支出金3 4,950 24 4,974

1 4,950 24 4,974国庫補助金

県支出金4 1,655,726 550 1,656,276

1 1,655,726 550 1,656,276県補助金

財産収入5 250 230 480

1 250 230 480財産運用収入

繰入金6 202,353 1,155 203,508

1 202,352 1,155 203,507他会計繰入金

2,206,017歳 入 合 計 2,204,058 1,959
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費1 67,092 1,729 68,821

総務管理費1 56,866 1,981 58,847

徴税費2 9,231 △252 8,979

基金積立金7 250 230 480

基金積立金1 250 230 480

2,206,017歳 出 合 計 2,204,058 1,959
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

3 国庫支出金 24 4,9744,950

4 県支出金 550 1,656,2761,655,726

5 財産収入 230 480250

6 繰入金 1,155 203,508202,353

歳     入     合     計 2,204,058 1,959 2,206,017
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地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

5741 1,729 68,82167,092 1,155総務費

2307 230 480250基金積立金

歳     出     合     計 2,204,058 1,959 2,206,017 574 230 1,155
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２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金1国庫支出金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

24社会保障・税番号124社会保障・税番号2 240 24  社会保障・税番号制度システム整備費補助金

制度システム整備制度システム整備

費等補助金費等補助金

4,974244,950計

県補助金（項） 1県支出金（款） 4

550保険給付費等交付2550保険給付費等交付1 1,656,2761,655,726 550  特別調整交付金分

金（特別交付金）金

1,656,2765501,655,726計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 5

230利子及び配当金1230利子及び配当金1 480250 230  国民健康保険支払準備基金利子

480230250計

他会計繰入金（項） 1繰入金（款） 6

1,103職員給与費等繰入41,155一般会計繰入金1 203,507202,352 1,103  職員給与費等繰入れ

金

52その他一般会計繰6 52  事務費等繰入れ

入金

203,5071,155202,352計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 55,550 1,981 57,531 574 1,407 2給料 201   行政職 201

費 ５人 201

3職員手当等 740   扶養手当 300

  通勤手当 150

  住居手当 50

  時間外勤務手当 20

  期末手当 200

  地域手当 20

4共済費 414   職員共済組合負担金 414

10需用費 25   印刷製本費 25

12委託料 550   委託料 550

    子どもに係る均等割保険税軽

    減措置拡充に伴う国民健康保

    険システム改修業務 550

18負担金､補助 51   負担金 51

及び交付金 オンライン資格確認システム

等 51

計 56,866 1,981 58,847 574 1,407

（款） 1 総務費 （項） 2 徴税費

1徴税総務 6,883 △252 6,631 △252 2給料 △252   行政職 △252

費 １人 △252

計 9,231 △252 8,979 △252
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（款） 7 基金積立金 （項） 1 基金積立金 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1支払準備 250 230 480 230 24積立金 230   積立金 230

基金積立     国保支払準備基金利子 230

金

計 250 230 480 230
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１　　一般職

（１） 総 　括  （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　 　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

6 21,914 16,890 38,804 7,312 46,116
（ ）

補 正 前
6 21,965 16,150 38,115 6,898 45,013

（ ）
比 較

△ 51 740 689 414 1,103

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

 （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

360 798 860 332 920
職員手当の

360 498 710 282 900

300 150 50 20

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

5,349 4,347 932 2,992

5,149 4,347 912 2,992

200 20

補　　　正　　　予　　　算　　　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　 　与　 　費
職 員 数 備　 　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　較

補　正　後

補　正　前

比 　較

区　 　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　 　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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ア 会計年度任用職員以外の職員  （単位：千円）

区 分 共　済　費 合　 　計
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ ）
補 正 後

6 21,914 16,890 38,804 7,312 46,116
（ ）

補 正 前
6 21,965 16,150 38,115 6,898 45,013

（ ）
比 較

△ 51 740 689 414 1,103

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの

 （単位：千円）

時 間 外 休　　日 夜間勤務 特殊勤務 管理職員特
勤務手当 勤務手当 手　　当 手　　当 別勤務手当

360 798 860 332 920
職員手当の

360 498 710 282 900

300 150 50 20

退職手当 退職手当特
内 訳 負 担 金 別 負 担 金

5,349 4,347 932 2,992

5,149 4,347 912 2,992

200 20

給　 　与　 　費
職 員 数 備　 　考

（人）

補　正　後

補　正　前

比 　較

補　正　後

補　正　前

比 　較

区　 　分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 宿日直手当

区　 　分 期末手当 勤勉手当 地域手当
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（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

給　　料

職員手当

（３） 給料及び職員手当の状況

ア 職員一人当たりの給与

イ 初任給

増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 備 考

△ 51 その他の増減分 △ 51 人事異動に伴う組替等による増減

△ 51

 740 その他の増減分  740 人事異動に伴う組替等による増減

扶養手当ほか  740

区 分 一般行政職

平 均 給 料 月 額 (円) ３０３,９３３

令和８年９月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３７１,２１８

平 均 年 齢 (歳) ３７.１１

平 均 給 料 月 額 (円) ２９７,２１６

令和８年１月１日 現在 平 均 給 与 月 額 (円) ３３１,６５０

平 均 年 齢 (歳) ３５.０９

町の制度（円） 国の制度（円）

一般行政職 一般行政職

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

高校卒 ２０６,７００ ２００,３００

大学卒 ２３７,６００ ２３２,０００

区 分 学　歴

令和８年９月１日 現在

令和８年１月１日 現在
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ウ 級別職員数

（級別の基準となる職務）

区　分 一　般　行　政　職

６　級 参事・課長

職員数 (人) 構成比 (％) 職員数 (人) 構成比 (％) ５　級 室長・課長補佐

（ ） （ ） （ ） （ ） ４　級 係長

０.０ ０.０ ３　級 主査

（ ） ） （ ） ） ２　級 主任

１ １７.０ １ １７.０ １　級 主事

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １７.０ １ １７.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

０.０ ０.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

３ ５０.０ ２ ３３.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

１ １７.０ ２ ３３.０

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ０ ） （ ０.０ ） （ ０ ） （ ０.０ ）

６ １００.０ ６ １００.０

令和８年９月１日 現在 令和８年１月１日 現在

一般行政職 一般行政職区　分

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級

その他

計
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エ 昇給

(Ａ) (人) (Ａ) (人)

(Ｂ) (人) (Ｂ) (人)

１　号　給 (人) １　号　給 (人)

２　号　給 (人) ２　号　給 (人)

３　号　給 (人) ３　号　給 (人)

４　号　給 (人) ４　号　給 (人)

５　号　給 (人) ５　号　給 (人)

６　号　給 (人) ６　号　給 (人)

７　号　給 (人) ７　号　給 (人)

８　号　給 (人) ８　号　給 (人)

９　号　給以上 (人) ９　号　給以上 (人)

(％) (Ｂ)/(Ａ) (％)

オ 期末勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

キ 特殊勤務手当 ク その他の手当

距離区分

代表的な特殊勤務手当の名称

代表的な職種 代表的な職種

（一般行政職) （一般行政職)

職 員 数 ６ ６ 職 員 数 ６ ６

昇 給 に 係 る 職 員 数 ６ ６ 昇 給 に 係 る 職 員 数 ６ ６

６ ６ ６ ６

号 給 数 別 内 訳 号 給 数 別 内 訳

比 率 (Ｂ)/(Ａ) １００.０ １００.０ 比 率 １００.０ １００.０

支 給 期 別 支 給 率 職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の 級
６　月　（月分） １２　月　（月分） に よ る 加 算 措 置

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

１.２２５ １.２２５ ２.４５０

２.３２５ ２.３２５ ４.６５０

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

定年前早期退職特例

措置(2～20％加算)

区分 全職種 一般行政職 区 分 国の制度との差異 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 一部異なる

無

区 分 合　計 区 分 合　計

区 分 支給率計　（月分） 備 考

補　正　後 有

補　正　前 有

区 分 そ の 他 の 加 算 措 置 退職時特別昇給 備 考

支 給 率 等 ２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 無

給料総額に対する比率(％) ０.０ ０.０

支給対象職員の比率（％） ０.０ ０.０

補　

正　

後

補　

正　

前
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